
 

 

 

 

 

令和７年９月５日招集 

 

 

 

第３回見附市議会定例会提出議件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見 附 市      

 

 



 

 

 



市 長 提 出 議 件           

 
 

議第５４号 見附市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部を改正する条例の制定について 

 

議第５５号 見附市議会議員及び見附市長の選挙における選挙運動用ポ

スターの作成の公営に関する条例及び見附市議会議員及び

見附市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関

する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

議第５６号 令和６年度見附市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

議第５７号 令和６年度見附市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

の認定について 

 

議第５８号 令和６年度見附市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の

認定について 

 

議第５９号 令和６年度見附市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認

定について 

 

議第６０号 令和６年度見附市宅地造成事業特別会計歳入歳出決算の認

定について 

 

議第６１号 令和６年度見附市水道事業会計利益の処分及び決算の認定

について 

 

議第６２号 令和６年度見附市下水道事業会計決算の認定について 

 

議第６３号 令和６年度見附市病院事業会計決算の認定について 

 

議第６４号 令和７年度見附市一般会計補正予算（第３号） 

 

議第６５号 令和７年度見附市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２

号） 

 

議第６６号 令和７年度見附市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１

号） 

 



議第６７号 令和７年度見附市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

議第６８号 令和７年度見附市病院事業会計補正予算（第１号） 

 

議第６９号      財産の取得について 

 

議第７０号      教育委員会委員の任命について 
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議第５４号 

 

   見附市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 

 

見附市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例を次のとおり制定するものとする。 

 

  令和７年９月５日提出 

見附市長  稲 田  亮 

 

見附市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例 

 見附市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（令和４年見附市条 

例第１９号）の一部を次のように改正する。 

別表第１（その１）に次のように加える。 

２０ 市長 住登外者宛名番号管理機能（住登外者（市の住民基本台帳に

記録されていない者であって、市民とは別に管理しておく

必要がある者をいう。以下同じ。）を特定するための固有の

番号を付番し、管理する機能をいう。以下同じ。）による住

登外者の情報の管理に関する事務であって規則で定めるも

の 

 別表第１（その２）に次のように加える。 

８ 教育委員会 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に

関する事務であって規則で定めるもの 

別表第２（その１）１の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（７） 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関する情報（以

下「住登外者宛名情報」という。） 

別表第２（その１）２の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 
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（１２） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）３の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（６） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）４の項利用される特定個人情報の欄中 

「住民票関係情報」を 

「（１） 住民票関係情報 

（２） 住登外者宛名情報」に改める。 

別表第２（その１）５の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（８） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）６の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（４） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）７の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（１４） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）８の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（１５） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）９の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（６） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）１０の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（７） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）１１の項利用される特定個人情報の欄中 

「住民票関係情報」を 

「（１） 住民票関係情報 

（２） 住登外者宛名情報」に改める。 

別表第２（その１）１２の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（５） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）１３の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（５） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）１４の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（８） 住登外者宛名情報 
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別表第２（その１）１５の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（７） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）１６の項利用される特定個人情報の欄中 

「住民票関係情報」を 

「（１） 住民票関係情報 

（２） 住登外者宛名情報」に改める。 

別表第２（その１）１７の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（８） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）１８の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（４） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）１９の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（４） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）２０の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（５） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）２１の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（６） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）２２の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（１４） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）２３の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（７） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）２４の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（６） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）２５の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（５） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）２６の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（３） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）２７の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（４） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）２８の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 
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（３） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）２９の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（３） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）３０の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（１０） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）３１の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（１１） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）３２の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（４） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）３３の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（１１） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）３４の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（８） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）３５の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（１３） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）３６の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（１３） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）３７の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（１３） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）３８の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（１３） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）３９の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（７） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）４０の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（９） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）４１の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（９） 住登外者宛名情報 

別表第２（その１）４２の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（４） 住登外者宛名情報 
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別表第２（その１）４３の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（７） 住登外者宛名情報 

別表第２（その２）１の項利用される特定個人情報の欄中 

「予防接種法による予防接種の実施、給付の支給又は実費の徴収に関する情報」を 

「（１） 予防接種法による予防接種の実施、給付の支給又は実費の徴収に関する

情報 

（２） 住登外者宛名情報」に改める。 

別表第２（その２）２の項利用される特定個人情報の欄中 

「学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）による医療に要する費用についての

援助に関する情報」を 

「（１） 学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）による医療に要する費用に

ついての援助に関する情報 

（２） 住登外者宛名情報」に改める。 

別表第２（その２）３の項利用される特定個人情報の欄中 

「子どもに対する医療費の助成に関する情報」を 

「（１） 子どもに対する医療費の助成に関する情報 

（２） 住登外者宛名情報」に改める。 

別表第２（その２）４の項利用される特定個人情報の欄中 

「ひとり親家庭の父又は母及び児童等に対する医療費の助成に関する情報」を 

「（１） ひとり親家庭の父又は母及び児童等に対する医療費の助成に関する情報 

（２） 住登外者宛名情報」に改める。 

別表第２（その２）５の項利用される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（３） 住登外者宛名情報 

別表第３（その１）１の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（７） 住登外者宛名情報 

別表第３（その１）２の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（７） 住登外者宛名情報 

別表第３（その１）３の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（７） 住登外者宛名情報 
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別表第３（その２）１の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（６） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）２の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（７） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）３の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（５） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）４の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（５） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）５の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（３） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）６の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（３） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）７の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（６） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）８の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（４） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）９の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（３） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）１０の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（１０） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）１１の項提供される特定個人情報の欄中 

「住民票関係情報」を 

「（１） 住民票関係情報 

（２） 住登外者宛名情報」に改める。 

別表第３（その２）１２の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（４） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）１３の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（３） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）１４の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 
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（４） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）１５の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（６） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）１６の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（５） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）１７の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（５） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）１８の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（３） 住登外者宛名情報 

別表第３（その２）１９の項提供される特定個人情報の欄に次の１号を加える。 

（３） 住登外者宛名情報 

   附 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 
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議第５５号 

 

   見附市議会議員及び見附市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の

公営に関する条例及び見附市議会議員及び見附市長の選挙における選挙運

動用ビラの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

見附市議会議員及び見附市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営

に関する条例及び見附市議会議員及び見附市長の選挙における選挙運動用ビラの

作成の公営に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとす

る。 

 

令和７年９月５日提出 

                  見附市長  稲 田  亮 

 

   見附市議会議員及び見附市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の

公営に関する条例及び見附市議会議員及び見附市長の選挙における選挙運

動用ビラの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例 

 （見附市議会議員及び見附市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営

に関する条例の一部改正） 

第１条 見附市議会議員及び見附市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成

の公営に関する条例（平成６年見附市条例第２２号）の一部を次のように改正す

る。 

  第４条中「５４１円３１銭」を「５８６円８８銭」に改める。 

 （見附市議会議員及び見附市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関

する条例の一部改正） 

第２条 見附市議会議員及び見附市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公

営に関する条例（平成１９年見附市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「７円７３銭」を「８円３８銭」に改める。 
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   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、同日以後初めてその期日を告示される選挙か

ら適用する。 

 



議第５６号 

 

 

 

令和６年度見附市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和

６年度見附市一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付して議会の認定に

付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月５日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第５７号 

 

 

 

令和６年度見附市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和

６年度見附市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付

して議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月５日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第５８号 

 

 

 

令和６年度見附市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和

６年度見附市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付し

て議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月５日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第５９号 

 

 

 

令和６年度見附市介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和

６年度見附市介護保険事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付して

議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月５日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第６０号 

 

 

 

令和６年度見附市宅地造成事業特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和

６年度見附市宅地造成事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付して

議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月５日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第６１号 

 

 

 

令和６年度見附市水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、

令和６年度見附市水道事業会計決算に伴う剰余金を剰余金処分計算書（案）のと

おり処分し、併せて同法第３０条第４項の規定により、令和６年度見附市水道事

業会計決算を別紙監査委員の意見を付して議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月５日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第６２号 

 

 

 

令和６年度見附市下水道事業会計決算の認定について 

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和６年度見附市下水道事業会計決算を別紙監査委員の意見を付して議会の認定

に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月５日提出         

見附市長  稲 田  亮 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第６３号 

 

 

 

令和６年度見附市病院事業会計決算の認定について 

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和６年度見附市病院事業会計決算を別紙監査委員の意見を付して議会の認定に

付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月５日提出         

見附市長  稲 田  亮 
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議第６４号 

 

令和７年度 見附市一般会計補正予算（第３号） 

 

令和７年度見附市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，２２５，０００千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２１，４８９，０００千

円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

 

 令和７年９月５日提出 

新潟県見附市長  稲 田  亮 

 



(単位：千円)

10 4,780,000 233,424 5,013,424

1 地方交付税 4,780,000 233,424 5,013,424

14 3,623,570 7,678 3,631,248

2 国庫補助金 1,536,058 7,678 1,543,736

15 1,554,950 4,240 1,559,190

2 県補助金 367,077 4,240 371,317

17 511,003 500,000 1,011,003

1 寄附金 511,003 500,000 1,011,003

18 1,501,346 74,117 1,575,463

2 基金繰入金 1,370,172 74,117 1,444,289

19 64,898 399,182 464,080

1 繰越金 64,898 399,182 464,080

20 207,973 459 208,432

4 雑入 152,151 459 152,610

21 1,459,500 5,900 1,465,400

1 市債 1,459,500 5,900 1,465,400

20,264,000 1,225,000 21,489,000

繰入金

補　正　額

諸収入

市債

歳　　入　　合　　計

- 2 -

地方交付税

国庫支出金

県支出金

寄附金

繰越金

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計項 補正前の額



(単位：千円)

1 154,057 1,433 155,490

1 議会費 154,057 1,433 155,490

2 2,890,419 1,200,784 4,091,203

1 総務管理費 2,462,695 1,200,784 3,663,479

3 7,089,361 21,103 7,110,464

1 社会福祉費 3,494,207 11,187 3,505,394

2 児童福祉費 3,324,388 9,916 3,334,304

4 1,715,992 1,277 1,717,269

1 保健衛生費 1,072,891 1,277 1,074,168

7 256,284 154 256,438

1 商工費 256,284 154 256,438

9 783,381 92 783,473

1 消防費 783,381 92 783,473

10 3,006,088 157 3,006,245

2 小学校費 1,433,632 44 1,433,676

6 保健体育費 450,552 113 450,665

20,264,000 1,225,000 21,489,000

歳　　出

款 計項 補正前の額 補　正　額

教育費

歳　　出　　合　　計
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議会費

総務費

民生費

衛生費

商工費

消防費



 ‐4‐ 

第 ２ 表  地 方 債 補 正 
 

変 更 

起債の目的 

補 正 前 補 正 後 

限度額 
起 債 

の方法 
利 率 償還の方法 限度額 

起 債 

の 方 法 
利 率 

償 還 

の 方 法 

 千円    千円    

斎場施設整備事業 4,800 

普通貸借 

又は 

証券発行 

4.0％以内（た

だし、利率見

直し方式で借

り入れる政府

資金及び地方

公共団体金融

機構資金につ

いて、利率の

見直しを行っ

た後において

は、当該見直

し後の利率） 

政府資金、地方公共

団体金融機構資金及

び新潟県資金につい

ては、その融通条件

により、銀行その他

の資金についてはそ

の融通条件又は協定

による。ただし、財

政等の都合により繰

上償還し、又は償還

年限を短縮し、若し

くは低利債への借換

えができるものとす

る。その他事業の進

捗状況等により前借

りをすることができ

るものとする。 

5,700 

変更 

なし 

変更 

なし 

変更 

なし 

公立保育所施設整備

事業 
8,100 13,100 

 



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

10 地方交付税 4,780,000 233,424 5,013,424

14 国庫支出金 3,623,570 7,678 3,631,248

15 県支出金 1,554,950 4,240 1,559,190

17 寄附金 511,003 500,000 1,011,003

18 繰入金 1,501,346 74,117 1,575,463

19 繰越金 64,898 399,182 464,080

20 諸収入 207,973 459 208,432

21 市債 1,459,500 5,900 1,465,400

20,264,000 1,225,000 21,489,000歳　　入　　合　　計

- 5 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

1 議会費 154,057 1,433 155,490

2 総務費 2,890,419 1,200,784 4,091,203

3 民生費 7,089,361 21,103 7,110,464

4 衛生費 1,715,992 1,277 1,717,269

7 商工費 256,284 154 256,438

9 消防費 783,381 92 783,473

10 教育費 3,006,088 157 3,006,245

20,264,000 1,225,000 21,489,000

款 計補正前の額 補　正　額

歳　　出　　合　　計

- 6 -



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1,433

1,200,784

11,918 5,000 4,185

900 377

154 0

92 0

213 △56

11,918 5,900 459 1,206,723

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

- 7 -



２　歳　入

（一般会計）

- 8 -

105,5003 衛生債 104,600 900

2 民生債 8,800 5,000 13,800

市債 1,459,500 5,900 1,465,4001

21 市債 1,459,500 5,900 1,465,400

4 雑入 151,538 459 151,997

雑入 152,151 459 152,6104

20 諸収入 207,973 459 208,432

1 繰越金 64,898 399,182 464,080

繰越金 64,898 399,182 464,0801

19 繰越金 64,898 399,182 464,080

1 財政調整基金繰入金 499,000 74,117 573,117

基金繰入金 1,370,172 74,117 1,444,2892

18 繰入金 1,501,346 74,117 1,575,463

1 一般寄附金 502,001 500,000 1,002,001

寄附金 511,003 500,000 1,011,0031

17 寄附金 511,003 500,000 1,011,003

2 民生費県補助金 212,927 4,240 217,167

県補助金 367,077 4,240 371,3172

15 県支出金 1,554,950 4,240 1,559,190

2 民生費国庫補助金 192,473 7,678 200,151

国庫補助金 1,536,058 7,678 1,543,7362

14 国庫支出金 3,623,570 7,678 3,631,248

1 地方交付税 4,780,000 233,424 5,013,424

地方交付税 4,780,000 233,424 5,013,4241

計

10 地方交付税

補正前の額款　　　項　　　目

（款）　１０　地方交付税
（項）　　１　地方交付税

4,780,000 233,424 5,013,424

補　正　額



区　　分 金　　額

- 9 -

　１０款　地方交付税　１４款　国庫支出金　１５款　県支出金　１７款　寄附金　１８款　繰入金　１９款　繰越金

　２０款　諸収入　２１款　市債

  1 保健衛生債 900   1 公共施設等適正管理推進事業債（市民税務課） 900

5,000   1 こども・子育て支援事業債（こども課） 5,000  1 児童福祉債

  8 教育費雑入 213   1 自動車損害共済災害共済金（教育総務課） 213

  7 消防費雑入 92   1 自動車損害共済災害共済金（消防本部） 92

154   1 自動車損害共済災害共済金（地域経済課） 154  5 商工費雑入

399,182   1 前年度分 399,182  1 繰越金

    繰入金
74,117   1 財政調整基金繰入金 74,117  1 財政調整基金

500,000   1 一般寄附金（ふるさと納税分） 500,000  1 一般寄附金

    助金
4,240   1 新潟県放課後児童クラブ等支援交付金 4,240  3 児童福祉費補

    助金
7,678   1 地域介護・福祉空間整備交付金 7,678  4 老人福祉費補

233,424   1 普通交付税 233,424  1 地方交付税

節

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　明



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

　　

　　

（一般会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　１　議会費
（項）　　１　議会費

1 議会費 154,057 1,4331,433 155,490

1 議会費 154,057 1,433 155,490 1,433

1 議会費 154,057 1,433 155,490 1,433

2 総務費 2,890,419 1,200,7841,200,784 4,091,203

1 総務管理費 2,462,695 1,200,784 3,663,479 1,200,784

3 財政会計管理費 436,265 732,041 1,168,306 732,041

4 財産管理費 152,338 290 152,628 290

5 企画費 323,858 324,907 648,765 324,907

7 情報管理費 332,534 11,670 344,204 11,670

15 諸費 3,937 131,876 135,813 131,876

3 民生費 7,089,361 16,918 4,18521,103 7,110,464

1 社会福祉費 3,494,207 11,187 3,505,394 7,678 3,509

- 10 -



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

664報酬1 1,433  1 議員活動費
　　　議員報酬 664

220職員手当等3 664　　　　議員報酬
　　　議員手当 220

549共済費4 220　　　　議員期末手当
　　　議員共済会負担金 549

549　　　　議員共済会負担金

732,041積立金24 232,041  1 財政調整基金
　　　積立金 232,041

500,000  2 ふるさと応援基金
　　　積立金 500,000

290委託料12 290  1 普通財産管理費
　　　委託料 290

290　　　　測量等業務委託料

205,000報償費7 324,907  1 ふるさと見附応援寄附金事業
　　　報償費 205,000

90,376役務費11 205,000　　　　ふるさと納税お礼
　　　通信運搬費 87,576

29,531委託料12 57,690　　　　ふるさと納税申込みサイト使用料
2,179　　　　郵便料
1,111　　　　寄附情報管理システム料
24,227　　　　運搬料
2,369　　　　返礼品配送管理システム使用料

　　　広告料 2,800
　　　委託料 29,531

29,531　　　　ふるさと納税事務委託料

11,670役務費11 11,670  1 情報管理一般経費
　　　通信運搬費 11,670

11,670　　　　通信回線料

131,876償還金利子22 131,876  1 過年度分国県支出金精算返納金
及び割引料 　　　償還金 131,876

131,876　　　　過年度分国県支出金精算返納金

　　１款　議会費　　２款　総務費　　３款　民生費

- 11 -



特定財源 一般財源

　　

　　

　　

　　

（一般会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　３　民生費
（項）　　１　社会福祉費

2 老人福祉費 1,502,774 11,187 1,513,961 3,509
国庫支出金

7,678

2 児童福祉費 3,324,388 9,916 3,334,304 9,240 676

1 児童福祉総務費 466,565 4,240 470,805
県支出金

4,240

2 児童措置費 1,942,291 5,676 1,947,967 676
地方債

5,000

4 衛生費 1,715,992 900 3771,277 1,717,269

1 保健衛生費 1,072,891 1,277 1,074,168 900 377

1 保健衛生総務費 528,639 232 528,871 232

6 斎場費 25,300 1,045 26,345 145
地方債

900

7 商工費 256,284 154154 256,438

1 商工費 256,284 154 256,438 154

1 商工総務費 107,353 154 107,507
その他

154

9 消防費 783,381 9292 783,473

1 消防費 783,381 92 783,473 92

1 常備消防費 501,516 92 501,608
その他

92

10 教育費 3,006,088 213 △ 56157 3,006,245

2 小学校費 1,433,632 44 1,433,676 213 △ 169

- 12 -



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

11,187負担金補助18 3,509  1 後期高齢者医療制度事業
及び交付金 　　　負担金 3,509

3,509　　　　療養給付費負担金（過年度分）

7,678  2 老人福祉施設等整備費補助金
　　　補助金 7,678

7,678　　　　地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金

4,240負担金補助18 4,240  1 放課後児童健全育成事業
及び交付金 　　　補助金 4,240

4,240　　　　放課後児童クラブ利用料負担軽減事業補助金

5,676需用費10 5,676  1 公立保育所運営事業
　　　修繕料 5,676

5,676　　　　施設修繕料

232負担金補助18 232  1 平日夜間・休日救急診療体制整備事業
及び交付金 　　　負担金 232

232　　　　平日夜間救急診療所運営費負担金（過年度分）

1,045需用費10 1,045  1 斎場費
　　　修繕料 1,045

1,045　　　　施設修繕料

154補償補填及21 154  1 商工総務一般経費
び賠償金 　　　賠償金 154

154　　　　自動車損害賠償金

92補償補填及21 92  1 消防総務事業
び賠償金 　　　賠償金 92

92　　　　自動車損害賠償金

　　３款　民生費　　４款　衛生費　　７款　商工費　　９款　消防費　１０款　教育費

- 13 -



特定財源 一般財源

（一般会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　１０　教育費
（項）　　２　小学校費

1 学校管理費 1,262,573 44 1,262,617 △ 169
その他

213

6 保健体育費 450,552 113 450,665 113

2 体育施設費 125,006 113 125,119 113

- 14 -



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

44補償補填及21 44  1 小学校施設管理費
び賠償金 　　　賠償金 44

44　　　　自動車損害賠償金

704需用費10 113  1 運動公園管理費
　　　修繕料 704

△ 591工事請負費14 704　　　　施設修繕料
　　　工事請負費 △ 591

△ 591　　　　テニスコートナイター照明ＬＥＤ化改修工事費

　１０款　教育費
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補 正 前 補 正 後 補 正 前 補 正 後

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１．普　 　通 　　債 13,299,755 13,588,198 1,374,700 1,380,600 1,028,796 13,934,102 13,940,002

　（1）総　　　　　　　　　　　　務 383,607 378,917 24,500 24,500 45,900 357,517 357,517

　（2）民　　　　　　　　　　　　生 260,642 250,255 8,800 13,800 12,649 246,406 251,406

　（3）衛　　　　　　　　　　　　生 7,002,279 6,935,628 104,600 105,500 249,365 6,790,863 6,791,763

　（4）労　　　　　　　　　　　　働 14,425 13,575 1,100 1,100 1,221 13,454 13,454

　（5）農　  林  　水  　産   業 377,093 379,667 30,400 30,400 32,536 377,531 377,531

　（6）商　　　　　　　　　　　　工 163,139 113,296 4,300 4,300 54,723 62,873 62,873

　（7）土　　　　　　　　　　　　木 2,605,132 2,432,072 205,600 205,600 358,261 2,279,411 2,279,411

　（8）消　　　　　　　　　　　　防 221,218 180,377 225,400 225,400 39,668 366,109 366,109

　（9）教　　　　　　　　　　　　育 2,272,220 2,904,411 770,000 770,000 234,473 3,439,938 3,439,938

２．災 害 復 旧 債 33,366 35,526 167,800 167,800 10,206 193,120 193,120

　（1）補　　　助　　　災　　　害 16,116 15,313 0 0 5,831 9,482 9,482

　（2）単　　　独　　　災　　　害 17,250 20,213 167,800 167,800 4,375 183,638 183,638

３．そ 　  の   　他  5,863,909 5,246,301 0 0 612,806 4,633,495 4,633,495

　（1）減　 税　 補　 て  ん  債 14,410 6,936 0 0 4,924 2,012 2,012

　（２）臨　時  財  政  対 策  債 5,498,386 4,953,645 0 0 542,487 4,411,158 4,411,158

　（３）退　職　手　当　債 57,713 41,227 0 0 16,486 24,741 24,741

　（４）減　収　補　て　ん　債 36,000 33,893 0 0 2,109 31,784 31,784

　（５）行　政　改　革　推　進　債 257,400 210,600 0 0 46,800 163,800 163,800

合　　　　　　　　　　　計 19,197,030 18,870,025 1,542,500 1,548,400 1,651,808 18,760,717 18,766,617

前 年 度 末
現 在 高

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する補正調書

当該年度末現在高見込額
前 々 年 度 末
現 在 高

区                分 当 該 年 度 起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元金償還見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
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- 1 - 

議第６５号 

 

令和７年度 見附市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和７年度見附市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定め

るところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６，５００千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，３４６，８００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和７年９月５日提出 

新潟県見附市長  稲 田  亮 

 

 



(単位：千円)

3 110 6,500 6,610

1 国庫補助金 110 6,500 6,610

3,340,300 6,500 3,346,800

(単位：千円)

1 86,177 6,500 92,677

1 総務管理費 79,333 6,500 85,833

3,340,300 6,500 3,346,800

計

総務費

歳　　出　　合　　計

補　正　額

歳　　出

款 項 補正前の額 補　正　額

国庫支出金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計項 補正前の額



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

3 国庫支出金 110 6,500 6,610

3,340,300 6,500 3,346,800歳　　入　　合　　計

- 3 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

1 総務費 86,177 6,500 92,677

3,340,300 6,500 3,346,800

款 計補正前の額 補　正　額

歳　　出　　合　　計

- 4 -



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

6,500 0

6,500 0 0 0

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

- 5 -



２　歳　入

（国民健康保険事業特別会計）

補正前の額款　　　項　　　目

（款）　　３　国庫支出金
（項）　　１　国庫補助金

110 6,500 6,610

補　正　額 計

3 国庫支出金

国庫補助金 110 6,500 6,6101

2 システム改修費等補助金 10 6,500 6,510

- 6 -



区　　分 金　　額

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　明
節

  2 国民健康保険 6,500   1 国民健康保険制度関係業務事業費補助金 6,500
    制度関係業務
    事業費補助金

- 7 -

　　３款　国庫支出金



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

（国民健康保険事業特別会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　１　総務費
（項）　　１　総務管理費

1 総務費 86,177 6,5006,500 92,677

1 総務管理費 79,333 6,500 85,833 6,500

1 一般管理費 79,333 6,500 85,833
国庫支出金

6,500

- 8 -



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

20需用費10 6,500  1 総務管理一般経費
　　　印刷製本費 20

6,480委託料12 　　　委託料 6,480
6,480　　　　基幹系国保システム改修委託料

　　１款　総務費

- 9 -



 

 

 



 

- 1 - 

議第６６号 

 

令和７年度 見附市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和７年度見附市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定める

ところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６，５００千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５６９，５００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和７年９月５日提出 

新潟県見附市長  稲 田  亮 

 

 



(単位：千円)

4 1 3,400 3,401

1 繰越金 1 3,400 3,401

6 0 3,100 3,100

1 国庫補助金 0 3,100 3,100

563,000 6,500 569,500

(単位：千円)

1 13,968 3,100 17,068

1 総務管理費 9,704 3,100 12,804

2 547,818 3,400 551,218

1 後期高齢者医療広域連合納付金 547,818 3,400 551,218

563,000 6,500 569,500

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計項 補正前の額 補　正　額

繰越金

国庫支出金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

歳　　出

款 項 補正前の額 補　正　額

歳　　出　　合　　計

計

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

4 繰越金 1 3,400 3,401

6 国庫支出金 0 3,100 3,100

563,000 6,500 569,500歳　　入　　合　　計

- 3 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

1 総務費 13,968 3,100 17,068

2 後期高齢者医療広域連合納付金 547,818 3,400 551,218

563,000 6,500 569,500

款 計補正前の額 補　正　額

歳　　出　　合　　計

- 4 -



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

3,100 0

3,400

3,100 0 0 3,400

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

- 5 -



２　歳　入

（後期高齢者医療特別会計）

補正前の額款　　　項　　　目

（款）　　４　繰越金
（項）　　１　繰越金

1 3,400 3,401

補　正　額 計

4 繰越金

繰越金 1 3,400 3,4011

1 繰越金 1 3,400 3,401

0 3,100 3,1006 国庫支出金

国庫補助金 0 3,100 3,1001

1 システム改修費等補助金 0 3,100 3,100

- 6 -



区　　分 金　　額

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　明
節

  1 繰越金 3,400   1 前年度分 3,400

  1 高齢者医療制 3,100   1 子ども・子育て支援事業費補助金 3,100
    度円滑運営事
    業費補助金

- 7 -

　　４款　繰越金　　６款　国庫支出金



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

　　

（後期高齢者医療特別会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　１　総務費
（項）　　１　総務管理費

1 総務費 13,968 3,1003,100 17,068

1 総務管理費 9,704 3,100 12,804 3,100

1 一般管理費 9,704 3,100 12,804
国庫支出金

3,100

2 後期高齢者医療広域連 547,818 3,4003,400 551,218
合納付金

1 後期高齢者医療広域連 547,818 3,400 551,218 3,400
合納付金

1 後期高齢者医療広域連 547,818 3,400 551,218 3,400
合納付金

- 8 -



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

3,100委託料12 3,100  1 総務管理一般経費
　　　委託料 3,100

3,100　　　　後期高齢システム改修委託料

3,400負担金補助18 3,400  1 後期高齢者医療広域連合納付金
及び交付金 　　　負担金 3,400

3,400　　　　保険料等負担金（過年度分）

　　１款　総務費　　２款　後期高齢者医療広域連合納付金

- 9 -
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議第６７号 

 

令和７年度 見附市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和７年度見附市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めると

ころによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０４，１００千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，６１９，１００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

  令和７年９月５日提出 

新潟県見附市長  稲 田  亮 

 

 



(単位：千円)

8 20,049 104,100 124,149

1 繰越金 20,049 104,100 124,149

4,515,000 104,100 4,619,100

(単位：千円)

5 36,760 104,100 140,860

1 償還金及び還付加算金 20,052 104,100 124,152

4,515,000 104,100 4,619,100

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計項 補正前の額 補　正　額

- 2 -

歳　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

諸支出金

歳　　出　　合　　計

繰越金

歳　　入　　合　　計



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

8 繰越金 20,049 104,100 124,149

4,515,000 104,100 4,619,100歳　　入　　合　　計

- 3 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

5 諸支出金 36,760 104,100 140,860

4,515,000 104,100 4,619,100

款 計補正前の額 補　正　額

歳　　出　　合　　計

- 4 -



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

104,100

0 0 0 104,100

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

- 5 -



２　歳　入

（介護保険事業特別会計）

- 6 -

1 繰越金 20,049 104,100 124,149

繰越金 20,049 104,100 124,1491

計

8 繰越金

補正前の額款　　　項　　　目

（款）　　８　繰越金
（項）　　１　繰越金

20,049 104,100 124,149

補　正　額



区　　分 金　　額

104,100   1 繰越金 104,100

- 7 -

　　８款　繰越金

  1 繰越金

節

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　明



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

（介護保険事業特別会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　５　諸支出金
（項）　　１　償還金及び還付加算金

5 諸支出金 36,760 104,100104,100 140,860

1 償還金及び還付加算金 20,052 104,100 124,152 104,100

2 償還金 19,052 104,100 123,152 104,100

- 8 -



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

104,100償還金利子22 104,100  1 償還金
及び割引料 　　　償還金 104,100

104,100　　　　介護給付費精算金

　　５款　諸支出金

- 9 -



 

 

 



よる。

追　加

令和７年９月５日提出

　

議第６８号

第２条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を、次のとおり補正

期　　間
千円

 臨床検査室共同運営
 検体検査業務委託契約

限　　度　　額

する。

令和７年度  見附市病院事業会計補正予算（第１号）

令和７年度から
令和12年度まで

173,646

（債務負担行為の補正）

事　　　項

（総 則）

新潟県見附市長　稲　田　　亮

 病院給食業務委託契約

令和７年度見附市病院事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに第１条

令和７年度から
令和10年度まで

177,919

－1－



173,646

～12年度）

病院給食業務委託契
約

177,919

4年

177,919 177,919

～10年度）

臨床検査室共同運営
検体検査業務委託契
約

173,646

6年

173,646

期　間 金　額 医業収益

千円 千円 千円

（令和7

（令和7

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　項 限度額

前年度末までの
支払義務発生
（見込）額

当該年度以降の
支払い義務発生

予定額
左の財源内訳

期　間 金　額

－2－



議第６９号 

 

 

財 産 の 取 得 に つ い て 

 

 

次のとおり財産を取得したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６

条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（昭和３９年見附市条例第２６号）第３条の規定により議会の議決を求める。 

 

 

令和７年９月５日提出 

見附市長  稲 田  亮 

 

 

 

品   名 契 約 金 額 契約の相手方 契 約 の 方 法 内   容 

 

 

１人１台端末

整 備 業 務

（ChromeOS・

コンバーチブ

ル型） 

 

円 

 

127,564,855 

 

 

長岡市金房３

丁目３番２号 

 

株式会社 NS・コ

ンピュータサ

ービス 

 

 

 

 

随意契約 

 

 

 

小中学校児童生徒用

端末（Chromebook） 

２,６６９台 

【内訳】 

小学校：１,７３５台 

中学校：９１８台 

予備：１６台 

 

 



 

 

 





 

 

 


